
2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】厚生労働省 2023年（令和5年）国民生活基礎調査をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです 01

生活が「苦しい」と感じている
世帯の割合

65.0%児童のいる世帯
59.0%高齢者世帯
59.6%全世帯

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



022024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】厚生労働省「2022年（令和4年）国民生活基礎調査の概況」、
阿部彩（2024）「相対的貧困率の動向（2022調査 update） 」 JSPS 22H05098, https://www.hinkonstat.jp/ をもとに高井たかし事務所作成

※パネルの写しです

高齢者の貧困率

一人親世帯の貧困率

単身女性の貧困率

20%

23.9%

44.5%

6.5人に1人
5人に1人

2.2世帯に1世帯

4.2人に1人

日本の貧困率

2021年

15.4%
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2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】キャップジェミニ（Capgemini）, World Report Series Wealth Management  2022 をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

日本の富裕層は365万人 
世界第2位（2021年） 

富裕層＝１００万ドル（１億１０００万円）以上の
投資可能資産を持つ者
富裕層＝１００万ドル（１億１０００万円）以上の
投資可能資産を持つ者
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資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



042024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】厚労省  毎月勤労統計調査、 OECD STAT をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

実質賃金指数の推移 先進５ケ国との比較
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052024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】 IMF WEO data base(2019年 10月 ) のデータによる朴勝俊作成のグラフより高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

財政支出を伸ばしている国ほど、経済成長率が高い

財政支出の伸び率が
低い日本は
名目成長率も低い

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】IMF, World Economic Outlook database, 2023  をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです 06

1997年～2022年 25年間の政府総支出伸び率政府総支出

37%

日
本

（％）

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。
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「税」の役割（財務省のホームページより）

2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／
【出典】財務省ホームページ「もっと知りたい税のこと」（https://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei0406/01.htm#a02）をもとに高井たかし事務所作成

※パネルの写しです
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「税」で景気をコントロール

08

政府支出を抑制し増税で世の中のお金を減らす。 積極財政と減税で世の中のお金を増やす。
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景気が悪いとき

国民経済
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国民経済
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増
税

景気が良いとき

2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】高井たかし事務所作成
※パネルの写しです
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2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】内閣府経済社会総合研究所「四半期別ＧＤＰ速報（1994年 1-3 月期～ 2023年 7-9 月期１次速報値）」をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

民間最終消費支出 減少額（兆円）
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10%
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＼コロナ影響含む／

消費増税直後１年の消費支出減少は
リーマンショック直後の減少幅を上回る
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-18.4兆円

-10.6兆円

-4.1兆円-7.5兆円

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。
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実質民間最終消費支出（季節調整済み）の推移

消費増税

5%

1997年
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※軽減税率８％

2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】内閣府経済社会総合研究所「四半期別ＧＤＰ速報（1994年 1-3 月期～ 2023年 7-9 月期１次速報値）」をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです 10

５年でも
回復せず

コロナも
重なり
４年後も
回復せず

回復に
３年9ヶ月

回復に
1年9ヶ月

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】参議院財政金融委員会調査室『所得税法等の一部を改正する法律案　参考資料』2024年 3月より加工作成をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

年収に占める消費税負担割合（％）

11

（200万円未満）
低 年収層

（1500万円以上）
高年収層

（2019年）消費税率10%

9.10% 2.50%

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



消費税に関する誤解（デマ）

2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】高井たかし事務所作成
※パネルの写しです 12

❶消費税減税には時間がかかる

❷消費税は社会保障の財源だ

❸日本の財政は破綻寸前だ
（国債をこれ以上発行できない）

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】】田村なつみ、瀬古雄祐「諸外国の事例に見る付加価値税の減税等」(2020.2)『レファレンス』829号 をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです 13

各国の主な付加価値税減税措置
（発表時期 ー 実施時期）かかった日数 付加価値税減税の主な内容

付加価値税率 20%→5%

付加価値税率 19%→16%

付加価値税率 21.5%→21%

付加価値税率 0%に

軽減税率 7%→ 5%
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※飲食、宿泊、娯楽界対象
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法人税率（基本税率）引き下げの経緯

2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】財務省「法人課税に関する基本的な資料」中『法人税率の推移』をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです 14
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国・地方の消費税収と、法人税の減少分

152024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】 財務省及び総務省資料による長谷川ういこ作成のグラフより高井たかし事務所作成
※パネルの写しです
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直
間
比
率
の
是
正

( 兆円 )

0

-5

-10

-15

-20

-25

5

10

15

20

25

30

※消費税には消費譲与税・地方消費税を含み、法人税収には地方法人2税、地方法人税、復興特別法人税を含む

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

消費税収増加分（国+地方） 法人税収減少分（国+地方）

●2022年までの累積額
消費税 476.6 兆円
法人税等 ー307.9 兆円（64.6%)

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。
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令和６年６月６日
自由民主党政務調査会 財政政策検討本部

３ 国債発行は孫子の借金ではない。孫子への貯蓄である。
「国債を発行して、予算執行すれば、その分だけ民間の預貯金が増える。国債償還
は税金ではなく、借換債の発行により行われている。更に、日銀保有の国債利払い
費は日銀法に基づき国庫納付される。従って、日銀保有の国債については、その利
払いも償還も財政に全く負担を与えていない。事実上政府の借金ではない。」
このことは、既に財務大臣が国会の答弁で認めている事実である。国債発行
は孫子の負担になってないばかりか、孫子に貯蓄を残しているのである。

「経済財政運営と改革の基本方針2024」
に向けた提言

2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／
【出典】 自由民主党政務調査会財政政策検討本部「『経済財政運営と改革の基本方針2024』に向けた提言」より高井たかし事務所作成

※パネルの写しです

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



172024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】財務省ホームページより高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。
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国債発行の上限はインフレ率です
インフレ率は需要と供給で決まります

2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】 高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

インフレ＝需要＞供給
（消費） （生産力）

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。
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「政府債務残高 対ＧＤＰ比」

「政府純利払費 対ＧＤＰ比」

海外主流派経済学者や米財務省等における
財政健全化を図る指標は、

2024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】 高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

にシフトしている

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



OECD諸国の一般政府純利払い費（名目GDP比％）
OECD 諸国で比較しても、
日本の「一般政府純利払い費」は高くない（ドイツより低い）

202024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】朴勝俊・関西学院大学教授作成のグラフをもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



令和６年度 一般会計予算 歳出の構成

212024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】 財務省ホームページより高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

国債費水増しの
ための
「債務償還費」
（国債費の 64%を占める）

日本だけ？

社会保障

33.5%

国債費
24.0% 利払費等

8.6%

一般
歳出
60.2%地方交付税

交付金等
15.8%

防衛
関係費

7.0%

公共事業
5.4%

その他
8.5%

文教及び
科学振興

4.9%

債務
償還費 一般会計

歳出
¥1,125,717億円

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



財務省設置法
（任務）
第三条　財務省は、健全な財政の確保、
適正かつ公平な課税の実現、税関業務の適正な
運営、国庫の適正な管理、通貨に対する信頼の
維持及び外国為替の安定の確保を図ることを任
務とする。

222024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】 財務省設置法より高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



民主党マニフェスト
（2009年）

官邸機能を強化し、総理直属の「国家戦略局」
を設置し、官民の優秀な人材を結集して、新時代の
国家ビジョンを創り、政治主導で予算の骨格
を策定する。

232024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】 民主党マニフェスト（２００９年）より高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



れいわ版 補正予算案
歳　 入 ( 兆円 ) ( 兆円 )歳 　出

計48.3 計48.3

国民一律10万円給付

18歳までの全ての子どもに月3万円 1.9 教員1.5倍増員 0.7
奨学金チャラ 3.1 大学院卒業までの教育無償化

介護・保育労働者の賃上げ月10万円 農林水産業従事者の所得補償と支援

生活困窮者向けコロナ特例貸付の返済免除 医療・年金等の国民負担増分の軽減

無利子・無担保（ゼロゼロ）融資の利子支払い免除 0.8
脱原発グリーン・ニューディール 1.7
能登半島地震・奥能登豪雨被災地の復旧・復興に向けた緊急支援策 2.3

インフラ投資

1.3

社会保険料の引き下げ 4.025.0

1.2 1.3
1.4 0.3

3.3

消費税ゼロ

ガソリン税ゼロ

特例公債
の追加

（国税＋地方税）
-10.1

-0.7

59.1

242024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】れいわ新選組補正予算案をもとに高井たかし事務所作成
※パネルの写しです

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



所得控除方式に変わる諸外国の制度（例）

252024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／【出典】財務省 (2022)「説明資料〔個人所得課税〕」第19回税制調査会（2022年 10月 18日）資料
https://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/zeicho/2022/4zen19kai.html  をもとに高井たかし事務所作成

※パネルの写しです

高所得者ほど大 所得水準によらず一定

負担軽減 負担軽減 負担軽減

資料は閲覧に限り、二次利用は固くお断り致します。



262024年12月11日（水）衆議院予算委員会／れいわ新選組 高井たかし／
【出典】厚生労働省資料「『年収の壁について知ろう』あなたにベストな働き方とは？」および国税庁資料等を参考に朴勝俊作成（2024/11/08) をもとに高井たかし事務所作成

※パネルの写しです

「年収の壁」問題の全体像（10種類もある）
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